
企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

7 件 7 件 7 件 7 件

実
績

10 件 8 件 件 件

達
成
率

142.9 ％ 114.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5 件 5 件 5 件 5 件

実
績

4 件 9 件 件 件

達
成
率

80.0 ％ 180.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

H28年度 H29年度

Ａ
（計画どおり）

単年度の
目標設定

なし

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

Ａ
(毎年度)

継続 順調

順調

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。また、助成制度につい
ては効果的な運用を推進す
る。

順調

人

　第三期中期計画の実践に向
け、引き続き公立大学法人北
九州市立大学の健全な業務運
営と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。
　また、老朽化施設の改修
等、施設整備を支援する。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

　調査研究助成対象事業の成
果報告会を開催する等、研究
成果について客観的な評価を
行っており、その評価から調
査研究活動の活性化を促すな
ど、助成制度についてより効
果的運用を行っていく。

2
学術・研究振興
事業

Ⅰ-2-
(1)-② 
大学など
の教育研
究機能の
充実

1
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

公立大学法人の設置者
として、地方独立行政
法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

企画
課

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

市内の教育研究機能の
充実を図るため、市内
の大学などに所属する
教員等が行う「アジア
や北九州市の社会経済
等の問題」及び「地域
の公共政策」に関する
調査・研究に対する助
成（調査研究助成金）
や、市内の大学等が連
携して行う教育などの
取り組みに対する助成
（大学連携促進助成
金）を行う。

Ａ
（計画どおり）

大学連携促進助成
金の助成申請実績

4件
(H26年度)

継続

25件
(H27～31
年度)

調査研究助成金の
助成実績

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H22年度)

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(H25年度)

係
長

8,885 8,707

単年度の
目標設定
なし

Ａ
(H34年度)

2,609,113 2,540,939

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定

なし

― －

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計

画どおり）

人

0.70 人

職
員

0.90 人

課
長

0.10 人

人

維持 21,800

4,400

課
長

職
員

0.70

0.10

10件
(H26年度)

７件
(H29年度)

維持 係
長

0.30
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

10 件

実
績

11 件

達
成

率 110.0 ％

目
標

10 ％

実
績

7.5 ％

達
成

率 75.0 ％

目
標

4 本 5 本 5 本

実
績

4 本 本 本

達
成

率 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

6 件 6 件 6 件

実
績

6 件 件 件

達
成

率 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

単年度の
目標設定
なし

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定

なし

著名な学術雑誌へ
の論文掲載数

科学研究費を含む
外部資金獲得数

―

H23年度
11.7％

Ａ
(H34年度)

継続

単年度の
目標設定

なし

―

―

Ａ
(H22年度)

2,609,113

研究受託等の件数

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

―

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

150,000

維持

人

収入に対する研究
受託収入の比率

0.10

－

10件
(H26年
度)

10％
(H26年
度)

0.20 人
係
長

人

4,650

職
員

課
長

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計

画どおり）

2,540,939

Ａ
(毎年度)

６件
(H29年
度)

Ａ
（計画どおり）

５本
(H29年
度)

160,160継続

人

　市政及び企業活動に貢献す
る調査研究を基本プロジェク
トで実施するとともに、「成
長戦略フォーラム」の開催時
間の見直しなどを進めながら
企業関係者等の参加を更に促
進する。また、当研究所主催
の研究会・報告会への外部参
加希望者等に研究成果や研究
活動の情報を随時、電子媒体
で提供することなどで、地域
に貢献できる研究機関として
の存在のPRに努め、広報活動
の充実を図る。

　第三期中期計画の実践に向
け、引き続き公立大学法人北
九州市立大学の健全な業務運
営と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。
　また、老朽化施設の改修
等、施設整備を支援する。

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H25年度)

Ａ
（計画どおり）

21,800

Ａ
（計画どおり）

0.70

企画
課

北九州市立大学都市政
策研究所での地域研究
プロジェクト、受託調
査を通じて、地域研究
の高度化を推進する。

本市がアジアの中核的
な産業都市として持続
的な成長を実現するた
め、国際水準の知的基
盤の強化と地域への知
的貢献を目的とする活
動を行う（公財）アジ
ア成長研究所に補助金
を交付する。

4

Ⅰ-2-
(1)-④ 
シンクタ
ンクを活
用した調
査・研究
機能の強
化

（公財）アジア
成長研究所補助
金

国際
政策
課

3
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

人

係
長

0.70 人

0.90

0.20

減額 順調

職
員

課
長

　北九州市立大学について
は、引き続き健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化・地域への貢献などを支援
する。アジア成長研究所につ
いては、研究活動の成果を市
民や企業へ還元するための広
報活動の充実を図る。

順調

順調
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

35.0 %

実
績

29.7 ％ ― ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

7

Ⅱ-3-
(3)-① 
多文化共
生社会の
実現に向
けた体制
の構築

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、様々な機
会を通じて外国人市民からの
ニーズを把握し、外国人市民
の生活支援や各種施策につな
げていくと共に、市民の多文
化共生に対する認知度を高め
ていく。

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

43％
(H25年
度)

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

35.0％
(H31年
度)

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H22年度)

単年度の
目標設定

なし

Ａ
(H25年度)

―

ニーズ
把握

―

Ａ
（計画どおり）

3,075

　会議のテーマごとに参加者
を選定しながら、国籍・職業
等、幅広い層からの意見聴
取・ニーズ把握に努める。

外国人市民が安心して
暮らすことができる多
文化共生のまちづくり
を推進するため、外国
人市民が抱える生活上
の諸問題や支援に対す
るニーズの把握を行う
と共に、本市施策の課
題等について意見を聞
くための会議を、年２
回程度開催する。

Ⅰ-2-
(2)-③ 
アジアな
どとの架
け橋とな
る人材の
育成

順調

0.70

人0.30
係
長

係
長

課
長

4,413

― ―

0.30

7,550増額5,712

―

継続

ニーズ
把握

ニーズ
把握

900

4,646

ニーズ
把握

50％以上
（H27年度

～）
継続

人

人

人

人

0.20

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」において、講師招
聘による先進事例の紹介や、
会員間の意見交換等を行い、
知識の向上や会員間の事業連
携・情報共有を進める。ま
た、留学生の地元定着を促進
するための座談会等、新規取
組を進めていく。

順調

職
員

　北九州市立大学について
は、引き続き健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。国際ブリッジ人材支援
事業については、留学生と地
元企業の情報交換や交流会の
開催などを通じた相互理解を
推進する。また、青少年国際
理解推進事業においては異文
化交流を通して青少年の国際
理解を推進する。

順調

維持 順調

2,540,9395
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

公立大学法人の設置者
として、地方独立行政
法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

単年度の
目標設定
なし

Ａ
(H34年度)

単年度の
目標設定
なし

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(毎年度)

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計

画どおり）

継続 2,609,113 21,800

職
員

維持

0.90

課
長

0.70

―

人

単年度の
目標設定

なし

　第三期中期計画の実践に向
け、引き続き公立大学法人北
九州市立大学の健全な業務運
営と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。
　また、老朽化施設の改修
等、施設整備を支援する。

6

留学生等の国際ブリッ
ジ人材の受入（入学）
促進、学業・生活支援
及び地元企業就職促進
を体系的、効果的に推
進する「プラットホー
ム」を関係機関、民間
団体とともに設立し、
地域のグローバル化や
地域企業の国際競争力
アップを図る。

国際
政策
課

国際
政策
課

多文化共生推進
事業

国際ブリッジ人
材支援事業

順調
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

79.7 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

80 件 100 件 100 件 100 件

実
績

108 件 74 件 ％ ％

達
成
率

135.0 ％ 74.0 ％ ％ ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

79.7 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.10 人

人0.10
職
員

人

0.05
課
長

―

―

―

単年度目標
設定なし

―

0.10
係
長

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で
　暮らしやすいと
回答）

108件
（H26年
度）

80.6％
(H21年
度)

80.6％
（H21年
度）

H31年度
までに
80％

単年度目
標設定な

し

80.6％
(H21年
度)

―

単年度目
標設定な

し

単年度目標
設定なし

H31年度
までに
80％

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で
　暮らしやすいと
回答）

日本語が不得手な外国
人市民に対して、地域
生活において必要とな
る情報を多言語で様々
な媒体により提供する
とともに、地域社会で
孤立することなく日本
人と共生できるよう支
援を行う。

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

行政・医療通訳の
派遣件数

単年度目
標設定な

し

減額

順調

国際
政策
課

日本語の不得手な外国
人市民へのサポートと
して、行政機関や医療
機関（健康診査）に通
訳ボランティアを派遣
するとともに、災害時
通訳も含めた通訳ス
タッフのスキル向上を
図る。
また、多言語等でわか
りやすい生活情報の提
供をすることにより、
外国人市民の安全・安
心な生活環境の整備を
推進する。

多文化共生推進
事業

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、さらなる
広報事業の推進や潜在的ニー
ズの掘り起こしにより外国人
市民の生活環境の整備を推進
していく必要がある。

　相談窓口等を通じ、外国人
市民の生活等の課題やニーズ
の把握とその対応に努めると
共に、日本人・外国人市民の
相互理解を促すための広報や
意識啓発を積極的に行ってい
く。

2,325 ―

49,450 48,489

200件
（H31年
度）

―
単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

外国人にとって、住み
やすい・住みたくなる
環境の整備を進めるた
め、ニーズに対応した
生活支援及び自立を促
し、多文化共生の担い
手として外国人自ら活
躍することにより本市
全体の活力を向上させ
る。

単年度目標
設定なし

単年度目
標設定な

し

継続

　ニューカマーの増加に伴う
言語や文化の多様化に対応す
るため、相談窓口・日本語習
得環境を強化すると共に、外
国人自らが活躍する力を伸ば
すことにより、本市全体の活
力向上につなげていく。

人

単年度目標
設定なし

継続 2,325

維持 2,3259
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

国際
政策
課

15,00010

多文化共生によ
る地域コミュニ
ティ・エンパワ
メント創生事業

国際
政策
課

順調

H31年度
までに
80％

―

順調

　通訳ボランティア等のスキ
ルアップ研修等を行い、質の
向上や新規人材の発掘に努め
ることで、市民サービスの充
実を図ると共に、多文化共生
の担い手づくりにつなげてい
く。

8,000

Ⅱ-3-
(3)-② 
外国人市
民の生活
環境の充
実

8 維持4,4134,646

10



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.30 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

70 %
課
長

0.05 人

実
績

％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

％ ％
職
員

0.20 人

目
標

100 人

実
績

件 件

達
成
率

#DIV/0! ％ #REF! ％

目
標

50 件

実
績

％ ％

達
成
率

#DIV/0! ％ 0.0 ％

国際
政策
課

50％以上
（H27年度

～）

13
＜新＞
青少年国際理解
推進事業

3,075

Ⅱ-3-
(3)-③ 
市民の国
際理解の
促進

米国姉妹都市からの訪
問団受入など、異文化
交流体験を通じて、青
少年の国際感覚を醸成
し、国際理解を推進す
る事業の実施により、
多文化共生の意識啓発
とともにグローバル人
材の育成を目指す。

43％
(H25年
度)

―

維持

43％
(H25年
度)

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

参加者の国際理解
の推進（アンケー
ト結果）

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

5,650

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。また、国際交流員を市
民センターや学校、イベント
等に派遣し異文化への理解促
進に努める。

―

　移住希望者や潜在的な移住
ニーズを持っている人へ、本
市での暮らしや移住に関する
情報、本市の魅力などについ
て発信の強化を行う。

―

11

係
長

1.00

（公財）北九州
国際交流協会補
助金

国際
政策
課

日本人市民に対して、
多文化共生に関する意
識啓発や国際交流の機
会や場の提供を行うこ
とで、外国人を受け入
れる地域づくりを目指
すとともに、すべての
市民が安心して暮ら
し、自己の能力を発揮
できる「多文化共生先
進都市」としてのまち
づくりを推進する。

人

維持

職
員

―

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、様々な機
会を通じて外国人市民からの
ニーズを把握し、外国人市民
の生活支援や各種施策につな
げていくと共に、市民の多文
化共生に対する認知度を高め
ていく。また、青少年国際理
解推進事業においては異文化
交流を通して青少年の国際理
解を推進する。

課
長

1.00

―

　移住希望者や潜在的な移住
ニーズを持っている人へ、本
市での暮らしや移住に関する
情報、本市の魅力などについ
て発信の強化を行う。

人3.00

― 人

2,325 順調

1,900

50％以上
（H27年度

～）

4,413

80%以上
(H31年
度)

多文化共生推進
事業

国際
政策
課

12 継続 48,489

「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力あ
る地域づくりと人づく
り」というビジョンの
もと、多文化共生の社
会づくりを推進すると
ともに、幅広い市民に
よる国際交流活動を促
進して諸外国との相互
理解や友好親善を深
め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくり
を推進する。

―

―

継続 4,646

49,450

北九州市まち・ひと・
しごと創生総合戦略に
人口減少対策の重要な
柱の１つとして位置づ
ける「定住・移住の促
進」を図るため、首都
圏におけるＰＲや「北
九州市版生涯活躍のま
ち」の推進等に向けて
取り組むもの。

220件
（H32年
度）

―

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。

順調

Ⅲ-1-
(1)-②
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

14
定住・移住促進
事業

地方
創生
推進
室

　広報活動や啓発イベントな
どによる「知識」の詰め込み
だけでは、「多文化共生」の
認知度がなかなか上がってい
ないのが実態であり、顔の見
える国際交流の「経験」とい
う機会を提供することで、実
体験を通じた国際理解を推進
する必要がある。

―

31件
（H28年
12月）

44,00050,000

50歳以上の「北九
州市すまいるクラ
ブ」登録件数

北九州市への50歳
以上の転入者前年
度比増加数

―

順調

11



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3万 人 3万 人 5万 人

実
績

5万 人

達
成
率

166.7 ％

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

％
職
員

0.60 人

目
標 3万 人 5万 人

実
績

達
成
率

％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

35.0 ％

実
績

29.7 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％

41,000

減額

留学生等の国際ブリッ
ジ人材の受入（入学）
促進、学業・生活支援
及び地元企業就職促進
を体系的、効果的に推
進する「プラットホー
ム」を関係機関、民間
団体とともに設立し、
地域のグローバル化や
地域企業の国際競争力
アップを図る。

国際
政策
課

国際ブリッジ人
材支援事業

18

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進 留学生に対する就

職支援施策に係る
ニーズの把握 0.30

　地元企業の情報提供や交流
会の開催などを通じ、さらに
地元企業との相互理解を推進
する。

順調

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」において、講師招
聘による先進事例の紹介や、
会員間の意見交換等を行い、
知識の向上や会員間の事業連
携・情報共有を進める。ま
た、留学生の地元定着を促進
するための座談会等、新規取
組を進めていく。

5,712

ニーズ
把握

―

単年度目
標設定な

し

ニーズ把握

ニーズ把握

―

―

人

0.30
係
長

0.60

人

10,950

増額

減額

　国や所有者等等と連携し、
建物調査・耐震診断をもと
に、保全計画の策定を行う。
また、ユネスコに報告
（H29.12月）するため、保全
等進捗状況報告を作成する。

0.60

―

0.30 人

0.20

職
員

人0.30

0.30 人

10,950

課
長

人

人7,550

職
員

0.30

順調

課
長

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

―

35.0％
(H31年
度)

3,658万人
（H31年
度）

900継続

保全計画
策定

（H29年
度）

―

継続

178.6万人
(H31年度)

8,100

20万人
（H28～
31年
度）

20万人
（H28～31
年度）

―

ニーズ
把握

34,000

診断の実施

登録
（H27年
度）

26,200

―

職
員

人

大変
順調

　資産の価値を継承していく
と共に、来訪者の満足度を上
げ、観光資源としての付加価
値を向上させる。また、登録
2周年を迎えることによる来
訪者数の低下が懸念されるた
め、新たな話題づくりやリ
ピーターを生む仕組みづくり
に取り組む。

係
長

―

世界遺産への登録

登録

―

―

世界遺産推進事
業

世界
遺産
課

ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵
所関連施設について、
その価値の理解増進の
ため、来訪者受入れ環
境の整備はもとより、
市内外へ向けた広報・
ＰＲ活動を展開する。

― 登録

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―

単年度目標
設定なし

16
世界遺産登録資
産保全活用事業

世界
遺産
課

国や関係自治体、所有
者等との連携のもと、
遺産価値の保全につと
める。

15

登録資産の保全

―

―

―

調査の実施

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

現状把握
のための
調査継続

― ― ―

―

―17

本市の特色を活かしな
がら、世界遺産を含む
北九州市の取組みを効
果的に発信できるツー
ルの開発や機会を増や
し、幅広い世代・地域
の来訪者を呼び込む。

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H28年度)

177万人
（H28年
度）

人

12,600

　構成資産の保全を行ってい
くと共に、関係機関と連携し
てインタープリテーション
（理解増進・情報発信）の取
組みを推進していく。

大変
順調

　本市の特色である「世界遺
産」「ものづくり」「環境」
などの取組みを関連付け、楽
しみながら学ぶことのできる
ツールの開発や機会を増や
し、学校現場での活用や、外
国からの来訪者受入れを促
す。

―10,950

課
長

係
長

Ⅲ-2-
(1)-①
近代化遺
産などの
文化財の
保存・継
承

世界
遺産
課

世界遺産関連連
携事業

―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

―

単年度目標
設定なし―

―

12



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3万 人 3万 人 5万 人

実
績

5万 人

達
成
率

166.7 ％

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

％
職
員

0.60 人

目
標

3万 人 5万 人

実
績

達
成
率

％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

20

21

Ⅴ-3-
(2)-③
近代化遺
産などの
文化財の
活用

世界遺産関連連
携事業

世界
遺産
課

ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵
所関連施設について、
その価値の理解増進の
ため、来訪者受入れ環
境の整備はもとより、
市内外へ向けた広報・
ＰＲ活動を展開する。

世界
遺産
課

世界遺産登録資
産保全活用事業

世界
遺産
課

41,000

　計画の推進にあたっては、
市民説明や市民意見の把握に
努めるとともに、モデルプロ
ジェクトに関しては、再配置
計画の実現に向けた検討・調
整等を進めていく。

―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

国や関係自治体、所有
者等との連携のもと、
遺産価値の保全につと
める。

世界遺産推進事
業

現状把握
のための
調査継続

177万人
（H28年
度）

公共施設保有量の
縮減

世界遺産への登録

登録資産の保全

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

登録
（H27年
度）

調査の実施

178.6万人
(H31年度)

―

保全計画
策定

（H29年
度）

――

―

継続

―

―

登録

0.30

登録

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

― ―

係
長

減額

10,950

20万人
（H28～
31年
度）

――
大変
順調

人

人

減額26,200

―

―

全公共施設
（Ｈ２６年

度）

8,100

Ⅴ-3-
(2)-② 
公共施設
の転活用
などの検
討

19
公共施設マネジ
メント推進事業

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

「公共施設マネジメン
ト実行計画」に基づ
き、公共施設に関する
将来的な財政負担を軽
減するための取り組み
を進める。

24.2％削減
（H67年
度）

―

104,500 順調

　平成28年2月に策定した
「北九州市公共施設マネジメ
ント実行計画」の進捗状況を
的確に把握し、評価を行いな
がら進めていくなどの実行性
の確保に努める。
　また、受益と負担のあり方
の視点から、公の施設の使用
料等の見直しを行う。
　モデルプロジェクト再配置
計画の推進を図るため、複合
公共施設の集約先の選定と事
業手法の検討、市民や利用者
を対象とした説明・意見交換
会の開催、モデルプロジェク
ト推進懇話会の開催等を実施
する。

―

　本市の特色である「世界遺
産」「ものづくり」「環境」
などの取組みを関連付け、楽
しみながら学ぶことのできる
ツールの開発や機会を増や
し、学校現場での活用や、外
国からの来訪者受入れを促
す。

係
長

0.30

―

　国や所有者等等と連携し、
建物調査・耐震診断をもと
に、保全計画の策定を行う。
また、ユネスコに報告
（H29.12月）するため、保全
等進捗状況報告を作成する。

―

―

10,950

― 10,950

診断の実施

20万人
（H28～31
年度）

順調増額

　構成資産の保全を行ってい
くと共に、関係機関と連携し
てインタープリテーション
（理解増進・情報発信）の取
組みを推進していく。

課
長

0.30 人

0.30 人

職
員

0.60

課
長

　資産の価値を継承していく
と共に、来訪者の満足度を上
げ、観光資源としての付加価
値を向上させる。また、登録
2周年を迎えることによる来
訪者数の低下が懸念されるた
め、新たな話題づくりやリ
ピーターを生む仕組みづくり
に取り組む。

大変
順調

人

職
員

―

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H28年度)

継続 36,000

― ―

単年度目標
設定なし

―

―

―

本市の特色を活かしな
がら、世界遺産を含む
北九州市の取組みを効
果的に発信できるツー
ルの開発や機会を増や
し、幅広い世代・地域
の来訪者を呼び込む。

22

0.60 人

― 12,600

12,000

34,000

3,658万人
（H31年
度）

13



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

4 件 4 件 4 件 4 件

実
績

4 件 4 件 件 件

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5 件 5 件 5 件 5 件

実
績

5 件 5 件 件 件

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

330 人 330 人 330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

343 人 417 人 人 人
係
長

0.40 人

達
成
率

103.9 ％ 126.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

100 人 110 人 110 人 110 人
課
長

0.18 人

実
績

135 人 171 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

135.0 ％ 155.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

20 人 20 人
課
長

0.17 人

実
績

人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

#REF! ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

アジ
ア交
流課

増額継続 4,339

3,000

Ⅶ-1-
(1)-② 
都市間交
流・連携
の推進

アジアゲート
ウェイ推進事業

26

25

Ⅶ-1-
(1)-① 
「東アジ
ア経済交
流推進機
構」事業
の推進

24

0.50

0.50

順調国際交流事業
アジ
ア交
流課

姉妹・友好都市を中心
とした海外諸都市との
様々な分野での交流推
進を図るため、訪問団
の受入れや本市からの
訪問団派遣等の交流事
業を行う。

―

9,680

継続
135人

（H26年
度）

110人以上
（H29年
度）

0.20

14,950

維持

４件
（H26年
度）

会員都市間ネット
ワークの活用によ
る共同プロジェク
トの件数

アジ
ア交
流課

発展著しいアセアン地
域において、都市間連
携、経済交流の推進・
強化のため、カンボジ
ア・プノンペン都との
都市間連携強化を行う
とともに、その他の都
市との新規交流可能性
を検討する。

アセアン諸国などアジ
アの新興国との経済交
流やシティプロモー
ションを進める。

343人
（H26年
度）

―

4件以上
（H29年
度）

アセアン諸国など
アジアの新興国と
の交流事業参加者
延べ人数

330人以上
（H29年
度）

姉妹・友好都市を
中心とした海外諸
都市との交流事業
参加者延べ人数

3,000

1,962

20人以上
（H29年
度）

8,8203,554

ASEAN新都市間連
携促進事業

順調

　ベトナム・ハイフォン市と
の交流拡大による連携強化を
図るとともに、アセアン諸国
などアジアの新興国との双方
向の交流によるシティプロ
モーションを進める。

①カンボジア・プノンペン都
と具体的な交流内容について
協議・実施するため、訪問団
の派遣・受入を行う。

②ASEAN諸都市と本市との交
流可能性を検討する。

―

順調

　より一層の経済交流に繋げ
るため、会員都市に所在する
企業の参加を促すべく、共同
プロジェクトや商談会、技術
交流セミナーなどの開催に努
める。

順調

　姉妹・友好都市、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流・連携を一層強化してい
く。

　東アジア経済交流推進機構
の会員都市間ネットワークを
通じた経済交流活動を今後も
推進していく。

　姉妹・友好都市との着実な
交流を進めるとともに、環境
技術等を軸とした海外諸都市
との交流・連携の推進に取り
組む。

7,955

5,265

維持

カンボジア及びア
セアン新規交流都
市との交流事業参
加者延べ人数

11,050減額

人

東アジア経済交流
推進機構における
会議数

―

人

23
東アジア経済交
流推進機構推進
事業

アジ
ア交
流課

平成16年11月に、日中
韓10都市により｢東ア
ジア経済交流推進機
構｣を設立（現在11都
市）。
｢国際ビジネス｣、｢環
境｣、｢観光｣、｢ロジス
ティクス｣の４部会を
設けて経済交流活動を
行っている。
本市は、本機構の事務
局を構成し、機構活動
の円滑化と活性化に貢
献するとともに、本市
企業の国際ビジネス拡
大に資する活動を実施
する。

順調

職
員

係
長

課
長

人

21件
（H27～
31年
度）

継続 8,080

14



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

70 ％ 70 ％ 70 ％ 70 ％

実
績

85 ％ 85.8 ％ ％ ％

達
成
率

121.4 ％ 122.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

300 社 300 社 300 社 300 社

実
績

374 社 388 社 社 社

達
成
率

124.7 ％ 129.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.30 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

― ―

2,325

―

維持
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力あ
る地域づくりと人づく
り」というビジョンの
もと、多文化共生の社
会づくりを推進すると
ともに、幅広い市民に
よる国際交流活動を促
進して諸外国との相互
理解や友好親善を深
め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくり
を推進する。

――

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

―

― ― ―

43％
（H25年
度）

―

―

43％
（H25年
度）

日本人市民に対して、
多文化共生に関する意
識啓発や国際交流の機
会や場の提供を行うこ
とで、外国人を受け入
れる地域づくりを目指
すとともに、すべての
市民が安心して暮ら
し、自己の能力を発揮
できる「多文化共生先
進都市」としてのまち
づくりを推進する。

―

70％以上
（H26年度

～）

Ⅶ-2-
(3)-② 
国際都市
にふさわ
しいまち
づくり

国際
政策
課

30

国際
政策
課

29

Ⅶ-1-
(2)-②
文化・ス
ポーツ交
流の拡大

多文化共生推進
事業

順調
50％以上
（H27年度

～）

継続

維持

順調

順調

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため啓発事業の
実施や民間団体の支援等によ
り啓発活動を推めていく。

　引き続き、文化・スポーツ
両面での国際交流を進めてい
く。

―

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。また、国際交流員を市
民センターや学校、イベント
等に派遣し異文化への理解促
進に努める。

5,6504,4134,646

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。

　地元企業の中国進出支援や
ビジネスサポートのほか中国
各都市とのネットワーク形成
を一層強化していく。

順調

　現地政府、企業等とのネッ
トワークを活用し、中国市場
のニーズと地域企業の適確な
マッチングによるビジネス支
援を行う。

順調

順調―
アジ
ア交
流課

【施策の内容】
文化や芸術、スポーツ
を通じた国際交流によ
り、多くの市民と外国
の方々が触れ合える環
境を整え、異文化への
理解促進を図る。

―

課
長

3,075

職
員

56,95361,453

人

人

人

0.20

0.10

0.05

減額
係
長

Ⅶ-2-
(2)-② 
海外の経
済事務所
の活用

【施策評価のみ】
文化や芸術、ス
ポーツを通じた
国際交流の推進

48,489

380社
（H31年
度）

継続

継続

50％以上
（H27年度

～）
49,450

―

―27

―

28

―
海外事務所を利用
した企業数

85％
（H26年
度）

海外事務所の本市
地域企業への貢献
度 （貢献度７０％
以上）
※26年度からの指
標

駐大連北九州市経済事
務所及び駐上海北九州
市経済事務所を設置・
運営し、地元企業のビ
ジネスサポートや進出
支援を行うとともに、
本市と中国の都市との
ネットワークを形成・
強化する。

アジ
ア交
流課

中国ビジネスサ
ポート拠点整備
事業

15



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

16
市
町

16
市
町

実
績

16
市
町

市
町

市
町

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％ ###### ％

目
標

75 %

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

－

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

人

人1.30

人0.65
係
長

政策
調整
課

31
新たな広域連携
推進事業

― 17,400

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携

32
北九州都市圏域
連携事業

政策
調整
課

本市と近隣自治体（福
岡県北東部の１６市
町）で形成された、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」のブラン
ディング、プロモー
ション事業を行う。

職
員

―
　地方創生推進交付金を活用
して、事業を推進していく。

―
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

90%
（Ｈ31
年度）

順調

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

　本市においては、国
の進める「連携中枢都
市圏構想」に基づき、
人口減少・少子高齢社
会においても地域
を活性化し、経済を持
続可能なものとし住民
が安心して快適な暮ら
しを営んでいけるよ
う、近隣１６市町と
「連携協約」を締結し
た上で、「都市圏ビ
ジョン」を策定し、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」を形成す
る。
  また、下関市との連
携については、連携中
枢都市制度が改正され
たため、県境を越えた
連携中枢都市同士の連
携の可能性を今後継続
して検討していくもの
である。

近隣市町との連携
協約の締結数

―

減額 13,300

　福岡県北東部16市町と連携
中枢都市圏「北九州都市圏
域」を形成し、そのビジョン
に沿って事業を推進してい
く。

順調
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

69%

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

新たな関門連携
における取組の

協議・検討

―

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討す
る。

―

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域経済戦
略会議を開催
し、協議・検討

を実施

本市と下関市両
市の企画部門等
で会議を開催
し、両市の経済
成長につながる
取組みについて
協議・検討を実

施。

3,5004,500

－

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H28年度)

3,658万人
（H31年
度）

― ― 22,500

北九州都市圏域内
の宿泊者数

177万人
（H28年
度）

178.6万人
(H31年度)

0.10
課
長

0.40
職
員

0.80

人

人
係
長

人0.20
課
長

継続
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

16
市
町

16
市
町

実
績

16
市
町

市
町

市
町

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％ ###### ％

目
標

75 %

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

832,400
千
円

1,872,900
千
円

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.90 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

8
都
市

2
都
市

26
都
市

26
都
市

実
績

16
都
市

10
都
市

都
市

都
市

達
成
率

200.0 ％ 500.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 回 1 回 1 回

実
績

0 回 回 回

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2 回 1 回 1 回 1 回

実
績

2 回 2 回 回 回

達
成
率

100.0 ％ 200.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

―

―

―

0.80

人0.20

人
新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

　本市においては、国
の進める「連携中枢都
市圏構想」に基づき、
人口減少・少子高齢社
会においても地域
を活性化し、経済を持
続可能なものとし住民
が安心して快適な暮ら
しを営んでいけるよ
う、近隣１６市町と
「連携協約」を締結し
た上で、「都市圏ビ
ジョン」を策定し、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」を形成す
る。
  また、下関市との連
携については、連携中
枢都市制度が改正され
たため、県境を越えた
連携中枢都市同士の連
携の可能性を今後継続
して検討していくもの
である。

4,500 3,500

関門地域経済戦
略会議を開催
し、協議・検討

を実施

本市と下関市両
市の企画部門等
で会議を開催
し、両市の経済
成長につながる
取組みについて
協議・検討を実

施。

―

Ⅶ-3-
(1)-②
近隣主要
都市との
都市間連
携

13,300
係
長

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

―

宿泊者数、日帰り
観光客数の増加に
伴う消費の増加額

―

減額 順調

課
長

― 20,750 ―22,000

―

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

新たな関門連携
における取組の

協議・検討

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討す
る。

―

34

33

―
6,451,100千円
（H31年度）

関門地域魅力向
上事業

　今後も下関市との連携を強
化し、関門ブランドの構築を
図る。

順調

政策
調整
課
都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

下関市と北九州市で、
「滞在・宿泊型」観光地
としての関門ブランド構
築を図るため、関門「ら
しさ」を充実・創出する
関門地域での、人と人と
のネットワークづくりや
プロモーションを実施す
るとともに、民間活力を
導入した新たな魅力づく
りに取り組む。

近隣市町との連携
協約の締結数

―

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

減額4,949

人

0.10 人

課
長

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

　交流・連携都市数の目的値
は達成し基盤が整ったため、
今後は連携事業を実施するこ
とによって、遠方の自治体と
も交流を深めていく。

順調

　福岡県北東部16市町と連携
中枢都市圏「北九州都市圏
域」を形成し、そのビジョン
に沿って事業を推進してい
く。

　交流・連携都市数の目的値
は達成し基盤が整ったため、
今後は連携事業を実施するこ
とによって、遠方の自治体と
も交流を深めていく。

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

69%
90%

（Ｈ31
年度）

―

継続

人0.40
職
員

【西九州軸連携】
九州と本州の結節点であ
る地の利点を活かしなが
ら、鹿児島県南九州市と
の都市間交流の推進や、
九州新幹線沿線自治体
（鹿児島市、熊本市、福
岡市）との四都市連携に
より九州の一体的な発展
とアジアの巨大都市と対
等に渡り合うため、西九
州軸の広域連携の強化を
図るものである。

【東九州軸連携】
東九州軸では東九州自動
車道全線開通を見据え、
京築地域や大分・宮崎方
面の都市との連携構築に
取り組む。

―

―

継続 6,228

0.20
職
員

広域行政推進事
業

35

Ⅶ-3-
(2)-② 
九州各地
域などと
の連携

連携事業の実施
（西九州軸での活
動）

連携事業の実施
（東九州軸での活
動）

政策
調整
課

九州地域などにお
ける交流・連携都
市数
※H28年度から累計
表示

順調3,075

人0.05

係
長

26都市
（H31年
度）

―

―

―
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